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・個人業績評価においては、目標の達成度合いに加えて目標を達成するための手 監 の癲 おいては、
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貿 易 投 資 相 談 克 錯 事 業 予 算 克 年 の 比 覀 ゔ
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〔３〕柔軟かつ機動的な組織運営 

 









ポルトガルのリスボン事務所を閉鎖（19
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２．関連公益法人との契約状況  

【中期計画】 

・関連公益法人を始め特定の団体との契約の在り方の見直しなど不断の見直しを行う。 

【整理合理化計画での指摘事項】 
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    理事      榎元 宏明 

横川 浩 

    開発 光治 

鰐渕 信一 

監事      三好 正也 

大石 新太郎 

 

 

④関連公益法人との取引の関連図  
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〔７〕情報化 
 

１．利用状況の把握・分析および利用者の利便性向上等への取組み  

【中期計画】 

・利用者の利便性向上のため、ウェブサイトの画面構成の向上等を進める。 

・各種データベースについては、利用者の利用状況の把握・分析や利用者の意見を踏まえ、そ

の内容を更に充実させる。 

ユーザーの利便性向上を目的に、ウェブサイトの全面的なデザインの見直しを行っています。

まず、現行サイトのユーザビリティ診断を外部専門家に委託して実施し、IT弱者も利用しやす
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客様の個人情報が 432名分含まれていました。 
【19年度に対応した内容】 
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（３）地方都市への投資が増加 

   東京以外の地域への進出は 62件にのぼり、これまでの実績を大きく上回りました。大都市
圏への進出が多いものの、初めて東京以外の地域への進出が年間拠点設立成功案件数の半数

を占める結果（49.6





35 

② インダストリアルツアー 
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〔２〕我が国中小企業等の国際ビジネス支援 

 

（イ）輸出促進 
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（２）役立ち度調査の結果 

展示会・商談会、ミッション参加者に対する役立ち度アンケートの上位 2項目の割合は概ね
9割を超えるなど、中期計画で定める目標（7割以上）を達成しました。 
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独では困難な海外市場開拓を強力にサポート」した事例として同フェアが取り上げられました。 
さらに、19
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【成功事例 （加工食品（漬物類）】 
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台湾、韓国などでのドラマの劇場公開、映画のケーブルテレビ上映、ビデオ・オン・デ
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20年 3月には、本ミッションの協力事業として、海関総署および質量局の職員を招聘し
ました。日本の知財関連政府機関や IIPPF等業界関係者との意見交換を行ったほか、海関、
質量局の模倣品の対策に関するシンポジウムを開催しました。シンポジウムでは、中央政

府だけでなく、地方政府の取組みについても紹介し、両シンポジウム合わせて 387 名の参
加がありました。 
また、質量局の招聘の際に同局から経済産業省との間で模倣品摘発強化にかかる共同文

書締結の提案があるなど、中国政府が積極的に協力する姿勢を改めて確認できました。 

 

���
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立ち度調査の結果）という高い評価を得ました。ミッション参加後のビジネス展開につ

いて、
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東京で「ドバイ知財保護セミナー」を開催しました。114
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にも、北京、大連、青島、無錫など各地方レベルでの政策提言を行いました。 
また、20年 1月に施行された「労働契約法」は進出日系企業の経営に与える影響が甚
大であったことから、その理解促進を目的としたセミナーを中国国内各地において計 39
件開催しました。合計で 2,715名の参加があり、平均で 91.6％という高い役立ち度を得
ました。
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（２）役立ち度調査の結果 

① ビジネスマッチング支援事業における役立ち度 

19



 62

② 地域間交流支援（RIT）事業における役立ち度 
19
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⑥ 「科学技術と産業 国際シンポジウム 2007」の開催 

ノーベル賞受賞者、日米のイノベーション政策のリーダー、国際的IT企業経営者など国
内外の有識者 17 名をスピーカーとして迎え、「持続的社会のためのイノベーション」、
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② 開発途上国民活事業環境整備支援事業実現可能性調査 

本事業は、我が国の企業が貢献可能な、開発途上国でのインフラ整備事業案件を対象と

した実現可能性調査を行うもので、平成 18年度の事業受託以来、8カ国 18案件の調査を
実施しています。19年度はインドネシア、中国、ベトナムなど 5カ国 9案件の調査を実施
し、開発途上国で活発化しつつある民活型経済基盤整備事業（民間の資金、イニシアティ

ブで行うインフラ整備事業）の発掘・形成に貢献しました。 
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し、産業集積地における様々な産業分野での国際展開への取組み事例などの紹介を通じて、20
年度以降の RIT 事業への提案支援を行いました。また、各貿易情報センターの担当者に対し
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〔３〕開発途上国との貿易取引拡大 
 



70 



71 

（１）発展途上国の産業育成への貢献 

① アフリカ輸出産業育成支援事業 

日本政府の開発イニシアティブに基づき、東アフリカ産バラ（切花）に対し、専門家に
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我が国消費者の開発途上国製品が国消
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幅に向上するとともに、省エネ診断マニュアルの原案が作成され、モデル工場の省エネ診

断に基づく成果が普及セミナーで発表されました。参加者には高く評価され、数紙・誌に
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取り上げや、Googleなどの検索サイトでの掲載順位の上昇も、アクセス件数の増加に寄与し
ました。 

［中期計画上の目標］年平均で 800 万件以上  

前年度比
  18 年度 19 年度 

(%) 

基礎データ・制度情報・統計 3,424,052 4,472,402 30.6%

貿囲\ 
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19 年 10 月、ジェトロが提供する情報の役立ち度に関する聞き取り調査を実施したとこ
ろ、(ⅰ)
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（１）首脳外交時の情報発信 

首相の外国訪問時に、UAE（4月）、インドネシア、インド、マレーシア（8月）において経
済ミッションが随行しました。この機会をとらえ、ジェトロでは、我が国と会∵国y
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（２） 海外の要人等への積極的な情報発信     

① ジェトロ幹部による情報発信 

海外の要人等に対して、日本との経済関係の強化、日本企業の国際化、ジェトロ事業を

通じた開発途上国経済・産業への貢献などについて情報発信を行いました。 
19年度に面談をした主な要人は 3,196人に上り、その中には、シン・インド首相、プロ

ディ・イタリア首相、ガルシア・ペルー大統領、ポハンバ・ナミビア大統領等の元首級要

人や、スリン ASEAN
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さらに、駐日大使に対しても、地域毎の大使会合の場などを通じ、理事長から直接、情
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ました。 

 

② 産油国協力展示事業 

石油・天然ガスの安定供給確保を目的に、産油国・産ガス国との投資・技術交流の活性化、

相互理解の深化、ならびに友好関係の強化を進めるため、当該国で開催される見本市に参加
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３．業務運営上の課題と改善に向けた取組み  

（１）日中経済討論会 

【課題】 
19年度の開催に当たっては、1社 4.5万円の参加費が中小企業には高額とのコメントがあり
ました。 
【19年度における対応状況】 
次回開催（20
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（ハ）貿易投資相談
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３．財務内容の改善に関する事項 
〔１〕自己収入拡大への取組み 
【中期計画】 
・今般の行政改革の主旨を踏まえ、それぞれの事業ごとに適切な目標を設定のうえ、第一期中
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＜参考＞1 り下記の通り改訂
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（２）会員数の拡大努力 

自己収入の拡大およびジェトロのサービスの普及に貢献するべく、組織を挙げた会員獲得キ

ャンペーンを実施しました。具体的には、19年 10月 1
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４．その他業務運営に関する事項 
〔１〕人事に関する計画 
【中期計画】 















第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 合計 対日投資拡大 輸出促進
国際的企業連
携支援

その他情報提
供事業等



第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 合計 対日投資拡大 輸出促進
国際的企業連
携支

勤 吹匲砰




